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【第１回講習等の指定に係る公募要領】 

 

募集期間：平成２６年２月１０日（月）～３月５日（水） 

 

応募方法：郵送・宅配便  

【申請書提出先・問い合わせ先】  

〒１００-８９１２ 東京都千代田区霞ヶ関１－３－１  
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Ｆ Ａ Ｘ：０３－３５０１－７１７０ 
 

◇応募は郵送又は宅配便により行なってください。 
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◇本公募要領及び申請等に係る様式は、中小企業庁のホームページからダウン

ロードできます。  
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１ 事業の目的 

国が、ものづくり小規模事業者等の製造現場において中核として働く人材

（以下「中核人材※１」という。）に、国の指定するものづくりに関する講習

等を受講する際の経費の一部を補助することにより、技術・技能の継承に必要

な知識・能力の向上、習得を図り、もって、当該ものづくり小規模事業者等に

おける技術・技能の継承の促進を支援します。 

※１ 中核人材とは、製造現場において概ね５年以上の経験を有する者であっ

て、現在又は近い将来において社内で人材の育成に従事する者を言います。 

 

２ 募集内容 

  中小企業庁は、ものづくり小規模事業者等の技術・技能の継承を支援する講

習等（以下「指定講習等」という。）を公募し、外部有識者により構成される第

三者委員会の審査により指定します。講習等の指定については、本年度限りに

おいて有効なものとします。 

なお、後日、指定された講習等の受講を希望するものづくり小規模事業者等に

対する補助金の公募を別途行い、補助対象となるものづくり小規模事業者等を決

定します。 

（１）指定講習等の要件 

   技術継承支援機関が、優れた技術・技能を有する者を講師（「（３）講師の

要件」参照）として実施する、製造業の小規模事業者等の中核人材を対象と

した、次のいずれかに関する講習等であって、受講者を会員等に限定しない

もの。 

   また、形式については①予め定めたプログラムで行なう公開型、②受講希

望者の要望に応じたプログラムを作成して行なうオーダー型の講習等を対

象とします。 

   ア 技術・技能の向上に関する講習等 

      特定ものづくり基盤技術に関連のある分野（「５その他留意事項（１）

特定ものづくり基盤技術」参照）であって、技術・技能を高めまたは

広げることで、製造に係る複数の工程の作業を自ら考え、遂行するこ

とができる能力の向上に資する講習等 

   イ 仕事を教える能力に関する講習 

技術・技能を、ものづくり現場で働く若手の人材に教える能力の向

上に資する講習等 

   ウ 現場改善技術に関する講習等 

ものの設計から生産に至る工程を改善する技術の向上に資する講習

等 
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（２）技術継承支援機関の要件 

ものづくりに関する講習等を実施する機関であって、本事業を行うに当た

り①十分な講習等の開催実績、②適切な実施体制を有し、③反社会勢力との

関係性を有しないもの。 

 

（３）講師の要件 

ものづくり小規模事業者等の中核人材を対象に、技術・技能の継承に取り

組む意思及び能力を有し、次のいずれの要件も満たす者 

なお、１つの講習等を複数の講師が担当する場合、全体の概ね８割以上の

部分を本要件に該当する講師が担当するものであれば、当該講習等を本事業

の対象として扱います。 

ア ものづくり現場又はものづくり技術・技能の教育を行う機関において、

豊富な実務経験（概ね２０年以上）を有する者※２ 

     ※２ ものづくり現場とものづくり技術・技能の教育を行う機関双方

の経験がある場合は、これらの期間の合計が概ね２０年以上であ

れば足ります。 

        また、第三者委員会において、技術・技能の継承に特に必要と

認める場合には、実務経験が概ね２０年に満たない場合でも要件

を満たすものとして取扱うこととします。 

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７ 

７号）第２条に規定する暴力団又は暴力団員との関係を有しない者 

 

 （４）事業期間（指定講習等の実施期間） 

    平成２６年５月１日（木）～平成２７年２月２４日（火） 

 

３ 応募 

（１）募集期間（第１回） 

平成２６年２月１０日（月）～３月５日（水）１７時必着 

 

（２）提出物 

次の書類を中小企業庁に提出してください。 

ア 平成２５年度補正予算「ものづくり小規模事業者等人材育成事業」講習

等の指定に係る申請書【様式１】 

   イ 講習等実施計画書 【別紙１】  

ウ 講師の略歴【別紙２】 
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 （３）提出部数 

上記ア～ウの書類：正本１部、副本２部（ホチキス止めなし） 

添付資料のうち冊子やリーフレット類等のコピーが困難なもの：７部 

ア～ウの電子データを保存したもの：１部（様式類の保存形式はエクセル

形式、フロッピー不可） 

 

（４）提出先 

  経済産業省中小企業庁経営支援部創業・技術課 

  ものづくり小規模事業者等人材育成事業（補助金）担当 

  〒100-8912 東京都千代田区霞が関１－３－１ 

 

（５）提出方法及び提出に当たっての注意事項 

・ 持参又は郵送してください。 

・ 持参する場合の受付時間は、平日の１０時から１７時までとします。 

・ 郵送の場合は、書留郵便等の配達記録が残る方法に限ります（提出期限

必着のこと。）。 

・ 提出された応募書類等は、その事由の如何にかかわらず、変更を行うこ

とはできません。また、返還も行いません。 

・ 応募資格を満たさない者が提出した応募書類等は、無効とします。 

・ 虚偽の記載をした応募書類等は、無効とします。 

・ 応募書類等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とします。 

・ 提出された応募書類等は、経済産業省において、審査以外の目的に提出

者に無断で使用しません。審査の結果、技術継承支援者候補として選定

された者が提出した申請書類等の内容は、行政機関の保有する情報の公

開に関する法律（平成 11 年法律第 42 号）に基づき開示請求があった

場合においては、不開示情報（個人情報、法人等の正当な利益を害する

おそれがある情報等）を除いて開示される場合があります。 

・ 応募書類等において提出者以外の者の協力を得て事業を実施する旨の計

画を行っている場合は、その履行を担保するため、協力の内容、態様等

に応じ、提出者と協力者の間の共同事業実施協定書等の提出を求めるこ

とがあります。 

 

（６）応募に関する問い合わせ先 

ア 受付先 

経済産業省中小企業庁経営支援部創業・技術課 

ものづくり小規模事業者等人材育成事業（補助金）担当 

TEL：０３－３５０１－１８１６ 

FAX：０３－３５０１－７１７０ 
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イ 受付方法 

電話、FAX（様式自由）にて受け付けます。 

 

４ 指定講習等の審査 

 （１）審査項目 

    講習等の指定に当たっては、中小企業庁に設置する外部有識者から成る

第三者委員会において、次の項目等を総合的に評価して審査、選定します。 

 

   ア 技術継承支援機関の評価 

① 技術継承支援機関の実施体制及び活動実績は、本事業を行うに当た

って十分なものか。 

   イ 講習等の評価 

① 中核人材を対象としたものか。 

② 講習等の内容が本事業の趣旨に照らして適切か。 

③ 予定される受講料等が内容と比べて適切か。 

   ウ 講師の評価 

① ものづくり現場又はものづくり技術・技能の教育現場において、

豊富な実務経験を有する者か。 

② 中核人材等に対する指導経験を有する者か。 

 

 （２）審査結果の通知及び公表 

審査の結果は、文書により遅滞なく通知するとともに、指定された講習

等については、中小企業庁及び事務局のホームページにて公表します。 

 

５ その他留意事項 

 （１）特定ものづくり基盤技術 

    我が国製造業の国際競争力の強化等に特に資する技術を経済産業大臣が

指定します。  

ア 情報処理技術 

ＩＴ（Information Technology）（情報技術）を活用することで製品

や製造プロセスの機能や制御を実現する情報処理技術。 

   イ 精密加工技術 

     金属等の材料に対して機械加工・塑性加工等を施すことで精密な形状

を生成する精密加工技術。 

   ウ 製造環境技術 

     製造・在庫・流通等の現場の環境（温度、湿度、圧力、清浄度等）を

制御・調整するものづくり環境調整技術。 

   エ 接合・実装技術 
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     相変化、化学変化、塑性・弾性変形等により多様な素材・部品を接合・

実装することで、力学特性、電気特性、光学特性、熱伝達特性、耐環境

特性等の機能を顕現する接合・実装技術。 

   オ 立体造形技術 

     デザインの自由度が高い等、任意の立体形状を造形する技術。（ただし、

イの精密加工に係る技術に含まれるものを除く。） 

   カ 表面処理技術 

     バルク（単独組織の部素材）では持ち得ない高度な機能性を基材に付

加するための機能性界面・被覆膜形成技術。 

   キ 機械制御技術 

     力学的な動きを司る機構により動的特性を制御する動的機構技術。 

   ク 新材料技術 

     部素材の生成等に際し、新たな原材料の開発、特性の異なる複数の原

材料の組合せ等により、強度、剛性、耐摩耗性、耐食性、軽量等の物理

特性や耐熱性、電気特性、化学特性等の特性を向上する又は従来にない

新しい機能を顕現する複合・新機能素材技術。 

   ケ 材料製造プロセス技術 

     目的物である化学素材、金属・セラミックス素材、繊維素材及びそれ

らの複合素材の収量効率化や品質劣化回避による素材の品質向上、環境

負荷・エネルギー消費の低減等のために、反応条件の制御、不要物の分

解・除去、断熱等による熱効率の向上等を達成する材料製造プロセス制

御技術。 

   コ バイオ技術 

     微生物を含む多様な生物の持つ機能を解明・高度化することにより、

医薬品、エネルギー、食品、化学品等の製造、それらの評価・解析等の

効率化及び高性能化を実現するバイオ技術。 

   サ 測定計測技術 

     適切な測定計測や信頼性の高い検査・評価等を実現するため、ニーズ

に応じたデータを取得する測定計測技術。 

 

 （２）講習等実施計画書の書き方 

     全ての項目について記載してください。ただし、日程や会場（その他、

オーダー型の場合は受講料等）について未確定な部分がある場合は、時

期や開催都市等の大まかな記載でも可能とします。 

 

 （３）オーダー型講習等の取扱 

オーダー型講習等の場合は、過去の実績等を基に、本事業で実施する講

習等の範囲、内容及び講師等を講習等実施計画書に記載ください。 
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なお、オーダー型講習等の場合、事業の実施に当たっては受講希望者

と調整の上、事業実施計画書を作成し、別に行なわれる指定された講習等

の受講に係る補助金の公募において提出する必要があります。 

 

 （４）事業計画の変更等 

     指定された講習等の内容を変更しようとする場合又は講習等を廃止し

ようとする場合には、事前に中小企業庁の承認等の手続きが必要になり

ます。変更が生じる場合は、中小企業庁の担当まで御連絡ください。 

  

（５）講習等の開催 

     公開型講習等の場合、受講者が定員の満たない場合で講習等を開催し

ない場合は、中小企業庁への届けが必要です。 

     なお、希望者が若干名でもいる場合は、日程を後倒し応募期間を延長

することで受講者の増加に努めるなどにより、可能な限り講習等の開催

に努めてください。 

 

 （６）反社会勢力 

     反社会的勢力とは以下のいずれかに該当する者を言います。 

１．暴力団   ２．暴力団員   ３．暴力団準構成員 

４．暴力団関係企業  ５．総会屋等  ６．社会運動等標ぼうゴロ 

７．特殊知能暴力集団等 

８．前各号に掲げる者と次のいずれかに該当する関係にある者  

イ 前各号に掲げる者が自己の事業または自社の経営を支配して

いると認められること。 

ロ 前各号に掲げる者が自己の事業または自社の経営に実質的に

関与していると認められること。 

ハ 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第

三者に損害を与える目的をもって前各号に掲げる者を利用した

と認められること。 

ニ 前各号に掲げる者に資金等を提供し、または便宜を供与する

などの関与をしていると認められること。 

ホ その他前各号に掲げる者と役員または経営に実質的に関与し

ている者が、社会的に非難されるべき関係にあると認められる

こと。 

 

 （７）補足説明等 

     この公募要領で定めるもののほか、補足の説明や解釈については、別

途、ホームページに掲載します。 


